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平成１５年６月期平成１５年６月期平成１５年６月期平成１５年６月期        個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要 
平成 15 年 8 月 20 日 

 
会 社 名  東新住建株式会社 登録銘柄 

コ ー ド 番 号  １７５４ 本社所在都道府県 愛知県 

（URL  http：//www.toshinjyuken.co.jp） 

代 表 者  役 職 名  代表取締役社長 

 氏 名  深 川  堅 治 

問 い 合 わ せ 先  責任者役職名  取締役管理本部長 

 氏 名  飯 野  磨 ＴＥＬ（0587）23－0011 

決算取締役会開催日 平成 15 年 8 月 20 日 中間配当制度の有無      有 

定時株主総会開催日 平成 15 年 9 月 25 日 単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000 株） 

 
 
１．１５年６月期の業績（平成１４年７月１日～平成１５年６月３０日） 

(1) 経営成績 （注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円      ％ 百万円      ％      百万円      ％ 

15 年 6 月期 41,571 （  16.0 ） 1,728 （  16.2 ） 1,440 （  20.4 ） 

14 年 6 月期 35,847 （  16.1 ） 1,487 （ 192.3 ） 1,196 （ 400.4 ） 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

  百万円       ％    円  銭   円  銭         ％         ％         ％ 

15 年 6 月期 524 (  11.0 ) 114   66       16.4 4.7 3.5 

14 年 6 月期 472 ( 890.5 ) 110   10  17.0 4.6 3.3 

（注）１． 期中平均株式数         15 年 6 月期   4,289,540 株  14 年 6 月期   4,289,540 株 

   ２． 会計処理の方法の変更 有 

   ３． 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金 
  

 中    間 期    末 

配当金総額 

（ 年   間 ） 
配 当 性 向 

株 主 資 本 

配 当 率 

     円  銭     円  銭     円  銭       百万円           ％           ％ 

15 年 6 月期   20   00   00   00   20   00 85 17.4 2.5 

14 年 6 月期   15   00   00   00   15   00 64 13.6 2.2 

（注） 15 年 6 月期期末配当金の内訳  普通配当 15 円、上場 5 周年記念配当 5 円 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 

15 年 6 月期 

14 年 6 月期 

百万円 

35,760 

25,066 

百万円 

3,422 

2,980 

％ 

9.6 

11.9 

円   銭 

        790   35 

        694   74 

（注）１． 期末発行済株式数 15 年 6 月期 4,289,540 株  14 年 6 月期 4,290,000 株 

   ２． 期末自己株式数 15 年 6 月期 460 株  14 年 6 月期 460 株 

 

２．１６年６月期の業績予想（平成１５年７月１日～平成１６年６月３０日） 
1 株当たり年間配当金  

売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 
中 間 期 末  

 

中  間  期 

通     期 

  百万円 

23,860 

53,000 

  百万円 

474 

1,859 

  百万円 

189 

809 

   円  銭 

 

 

   円  銭 

 

 15  00 

   円  銭 

 

 15  00 

（参考） 1 株当たり予想当期純利益（通期）181 円 07 銭 

※上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因により予想数値と異なることがあります。 
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１．個別財務諸表等 
(1).貸借対照表 （単位：千円） 

第       26      期 

（平成 14 年 6 月 30 日現在） 

第       27      期 

（平成 15 年 6 月 30 日現在） 
                期 別 

 

科 目 金        額 構成比 金        額 構成比 

( 資 産 の 部 )   ％   ％ 

Ⅰ． 流 動 資 産       

1. 現 金 預 金   7,594,377   6,469,412  

2. 受 取 手 形   －   4,940  

3. 完 成 工 事 未 収 入 金 ※4  234,386   534,429  

4. 分 譲 不 動 産 売 掛 金 ※4  743,262   3,842,513  

5. 分 譲 用 不 動 産 ※1  3,968,814   4,666,588  

6. 未 成 工 事 支 出 金  303,778   220,673  

7. 分 譲 不 動 産 仕 掛 品 ※1  6,951,471   14,596,629  

8. 材 料 貯 蔵 品   114,295   113,807  

9. 前 渡 金   154,106   295,430  

10. 前 払 費 用   175,378   196,669  

11. 繰 延 税 金 資 産   221,238   231,415  

12. 短 期 貸 付 金   25,196   11,711  

13. 立 替 金   338,758   347,963  

14. そ の 他   20,655   109,454  

15. 貸 倒 引 当 金   △2,662   △6,043  

 流 動 資 産 合 計   20,843,056 83.2  31,635,595 88.5 
Ⅱ． 固 定 資 産        

 (1) 有 形 固 定 資 産        

1. 建 物 ※1 2,041,238   1,698,404   

減 価 償 却 累 計 額  1,060,471 980,767  814,289 884,114  

2. 構 築 物  77,396   85,193   
減 価 償 却 累 計 額  26,255 51,140  31,359 53,834  

3. 機 械 装 置  26,367   26,724   
減 価 償 却 累 計 額  15,626 10,740  17,894 8,830  

4. 船 舶  7,101   7,101   
減 価 償 却 累 計 額  6,471 629  6,745 355  

5. 車 両 運 搬 具  66,733   70,313   
減 価 償 却 累 計 額  53,030 13,703  50,645 19,667  

6. 工 具 器 具 備 品  175,625   174,904   
減 価 償 却 累 計 額  119,877 55,748  123,430 51,473  

7. 土 地 ※1  2,274,132   1,917,987  
8. 建 設 仮 勘 定 ※1  4,794   80,605  

 有 形 固 定 資 産 合 計   3,391,656 13.5  3,016,868 8.4 
 (2) 無 形 固 定 資 産        

1. 借 地 権   19,292   19,292  

2. ソ フ ト ウ ェ ア  25,928   31,411  

3. 電 話 加 入 権   12,519   11,707  

4. そ の 他   625   3,112  

 無 形 固 定 資 産 合 計   58,365 0.2  65,523 0.2 
 (3) 投 資 そ の 他 の 資 産        

1. 投 資 有 価 証 券   42,635   94,790  

2. 関 係 会 社 株 式   74,000   104,962  

3. 出 資 金   12,691   42,545  

4. 長 期 貸 付 金   12,499   11,277  

5. 破 産 更 生 債 権 等   10,000   －  

6. 長 期 前 払 費 用   58,387   63,012  

7. 繰 延 税 金 資 産   67,285   170,505  

8. 長 期 保 証 金   440,838   489,212  

9. ゴ ル フ 会 員 権   85,300   62,900  

10. そ の 他   39,882   41,812  

11. 貸 倒 引 当 金   △70,500   △38,200  

 投資その他の資産合計   773,019 3.1  1,042,820 2.9 

 固 定 資 産 合 計   4,223,041 16.8  4,125,211 11.5 

 資 産 合 計   25,066,098 100.0  35,760,807 100.0 
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 （単位：千円） 

第       26      期 

（平成 14 年 6 月 30 日現在） 

第       27      期 

（平成 15 年 6 月 30 日現在） 
                期 別 

 

科 目 金        額 構成比 金        額 構成比 

( 負 債 の 部 )   ％   ％ 

Ⅰ． 流 動 負 債        

1. 支 払 手 形   3,698,541   3,992,740  

2. 工 事 未 払 金   2,608,268   5,981,929  

3. 買 掛 金   55,691   106,722  

4. 短 期 借 入 金※1,6  8,852,458   14,617,625  

5. 1 年内返済予定長期借入金 ※1  1,179,212   1,545,100  

6. 1 年内償還予定社債 ※1  40,000   60,000  

7. 未 払 金   70,246   114,816  

8. 未 払 費 用   788,056   869,130  

9. 未 払 法 人 税 等   734,056   672,059  

10. 未 払 消 費 税 等   108,286   －  

11. 未 成 工 事 受 入 金   406,477   440,317  

12. 分 譲 不 動 産 前 受 金   162,991   393,265  

13. 預 り 金   998,819   1,004,944  

14. 完成工事補償引当金   47,021   56,534  

15. 賞 与 引 当 金   130,039   138,662  

 流 動 負 債 合 計   19,880,166 79.3  29,993,847 83.9 
Ⅱ． 固 定 負 債        

1. 社 債 ※1  20,000   160,000  

2. 長 期 借 入 金 ※1  1,288,577   939,050  

3. 長 期 未 払 金   141,125   191,650  

4. 退 職 給 付 引 当 金   121,398   137,474  

5. 役員退職慰労引当金   －   270,072  

6. 預 り 保 証 金   634,717   646,191  

 固 定 負 債 合 計   2,205,818 8.8  2,344,438 6.6 

 負 債 合 計   22,085,985 88.1  32,338,286 90.4 
        

( 資 本 の 部 ）       

Ⅰ． 資 本 金 ※2  346,390 1.4  － － 

Ⅱ． 資 本 準 備 金   260,390 1.0  － － 

Ⅲ． 利 益 準 備 金   86,597 0.4  － － 

Ⅳ． そ の 他 の 剰 余 金        

1. 任 意 積 立 金        

別 途 積 立 金  1,500,000 1,500,000  － －  

2. 当 期 未 処 分 利 益   787,512   －  

 そ の 他 の 剰 余 金 合 計 ※7  2,287,512 9.1  － － 
Ⅴ． その他有価証券評価差額金   △488 △0.0  － － 

Ⅵ． 自 己 株 式   △289 △0.0  － － 

資 本 合 計   2,980,112 11.9  － － 

Ⅰ． 資 本 金 ※2  －   600,000 1.7 
Ⅱ． 資 本 剰 余 金        

1. 資 本 準 備 金  －   6,780   

 資 本 剰 余 金 合 計   － －  6,780 0.0 
Ⅲ． 利 益 剰 余 金        

1. 利 益 準 備 金  －   86,597   

2. 任 意 積 立 金        

(1) 別 途 積 立 金  －   1,500,000   

3. 当 期 未 処 分 利 益  －   1,227,300   

 利 益 剰 余 金 合 計   － －  2,813,898 7.9 
Ⅳ． その他有価証券評価差額金   － －  2,132 0.0 

Ⅴ． 自 己 株 式 ※3  － －  △289 △0.0 

資 本 合 計   － －  3,422,521 9.6 

負 債 資 本 合 計   25,066,098 100.0  35,760,807 100.0 
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(2).損益計算書 （単位：千円） 

第       26      期 

平成 13 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 6 月 30 日まで 

第       27      期 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30 日まで 

                 期 別 

 

 

科 目 金        額 百分比 金        額 百分比 

    ％   ％ 

Ⅰ． 売 上 高        

1. 完 成 工 事 高  7,834,065   7,037,047   

2. 分 譲 不 動 産 売 上 高  25,556,710   31,882,133   

3. 兼 業 事 業 売 上 高  2,456,242 35,847,018 100.0 2,652,068 41,571,248 100.0 

Ⅱ． 売 上 原 価        

1. 完 成 工 事 原 価  6,108,388   5,701,504   

2. 分譲不動産売上原価  21,232,818   25,915,856   

3. 兼 業 事 業 売 上 原 価  2,418,682 29,759,889 83.0 2,677,675 34,295,036 82.5 

売売 上 総 利 益        

 完 成 工 事 総 利 益  1,725,676   1,335,543   

 分 譲 不 動 産 総 利 益  4,323,891   5,966,276   

 兼業事業総利益（△は損失）  37,560 6,087,128 17.0 △25,607 7,276,212 17.5 

Ⅲ． 販売費及び一般管理費        

1. 役 員 報 酬  101,660   91,850   

2. 役員退職慰労引当金繰入額  －   16,501   

3. 従 業 員 給 料 手 当  1,409,867   1,493,874   

4. 賞 与  429,659   273,394   

5. 賞 与 引 当 金 繰 入 額  93,987   104,592   

6. 退 職 給 付 費 用  33,078   38,242   

7. 法 定 福 利 費  218,837   254,230   

8. 消 耗 品 費  53,667   91,702   

9. 通 信 交 通 費  176,419   226,691   

10. 調 査 研 究 費  45,162   44,346   

11. 広 告 宣 伝 費  794,179   1,245,144   

12. 営業債権貸倒引当金繰入額  －   3,459   

13. 交 際 費  36,213   49,544   

14. 賃 借 料  300,355   374,401   

15. 減 価 償 却 費  108,247   115,699   

16. 租 税 公 課  168,172   219,301   

17. 保 険 料  42,862   34,477   

18. 支 払 手 数 料  161,617   274,171   

19. そ の 他  426,134 4,600,124 12.9 596,093 5,547,720 13.3 

 営 業 利 益   1,487,004 4.1  1,728,492 4.2 
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 （単位：千円） 

第       26      期 

平成 13 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 6 月 30 日まで 

第       27      期 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30 日まで 

                 期 別 

 

 

科 目 金        額 百分比 金        額 百分比 

Ⅳ． 営 業 外 収 益    ％   ％ 

1. 受 取 利 息  2,656   1,930   

2. 有 価 証 券 利 息  3   0   

3. 受 取 配 当 金  3,598   2,843   

4. 受 取 手 数 料  55,719   58,697   

5. 業 務 代 行 手 数 料 ※1 －   9,360   

6. そ の 他  8,936 70,913 0.2 10,952 83,784 0.2 

Ⅴ． 営 業 外 費 用        

1. 支 払 利 息  319,838   340,295   

2. 社 債 利 息  1,119   725   

3. 社 債 発 行 費 償 却  －   7,200   

4. 棚 卸 資 産 除 却 損  7,484   132   

5. 棚 卸 資 産 評 価 損  33,002   21,631   

6. そ の 他  94 361,540 1.0 1,782 371,767 0.9 

 経 常 利 益   1,196,377 3.3  1,440,509 3.5 

Ⅵ． 特 別 利 益        

1. 固 定 資 産 売 却 益 ※2 2,772 2,772 0.0 1,109 1,109 0.0 

Ⅶ． 特 別 損 失        

1. 固 定 資 産 売 却 損 ※3 86   74,580   

2. 固 定 資 産 除 却 損  11,405   15,585   

3. 投資有価証券評価損  31,622   3,534   

4. 子 会 社 株 式 評 価 損  33,087   －   

5. 出 資 金 評 価 損  1,892   －   

6. ゴルフ会員権評価損  8,350   1,488   

7. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  41,749   7,412   

8. 役 員 退 職 慰 労 金  26,557   19,319   

9.
過年度役員退職慰労
引 当 金 繰 入 額

 － 154,752 0.4 253,571 375,490 0.9 

税 引 前 当 期 純 利 益   1,044,397 2.9  1,066,128 2.6 

法人税、住民税及び事業税  725,756   668,701   

法 人 税 等 調 整 額  △153,618 572,138 1.6 △126,703 541,997 1.3 

当 期 純 利 益   472,258 1.3  524,130 1.3 

前 期 繰 越 利 益   315,254   703,169  

 当 期 未 処 分 利 益   787,512   1,227,300  
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(3).利益処分案 （単位：千円） 

第       26      期 

株 主 総 会 承 認 日 

平成 14 年 9 月 27 日 

第       27      期 

株 主 総 会 承 認 日 

平成 15 年 9 月 25 日 

                  期 別 

 

 

科 目 金        額 金        額 

      

Ⅰ． 当 期 未 処 分 利 益   787,512  1,227,300 

Ⅱ． 利 益 処 分 額      

1. 株 主 配 当 金  64,343  85,790  

2. 役 員 賞 与 金  20,000  32,300  

（ 取 締 役 賞 与 金 ）  （20,000）  （32,300）  

3. 利 益 準 備 金  －  56,622  

4. 任 意 積 立 金      

(1) 別 途 積 立 金  － 84,343 700,000 874,713 

Ⅲ． 次 期 繰 越 利 益   703,169  352,587 
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(4).重要な会計方針 

期 別 

 

項 目 

第       26      期 

平成 13 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 6 月 30日まで 

第       27      期 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30日まで 

１． 有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

(1) 子会社株式 

同     左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同     左 

 

 

 

時価のないもの 

同     左 

２． 棚卸資産の評価基準及

び評価方法 

分譲用不動産、未成工事支出金、分譲不動

産仕掛品 

   個別法による原価法 

材料 

   移動平均法による原価法 

貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法 

 

分譲用不動産、未成工事支出金、分譲不動

産仕掛品 

同     左 

材料 

同     左 

貯蔵品 

同     左 

３． 固定資産の減価償却の

方法 

 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得し

た建物（建物附属設備を除く）は、定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

建   物 2 年～50 年 

無形固定資産 

定額法 

 

有形固定資産 
同     左 

 

 

 

 

 

 

無形固定資産 

同     左 

４． 繰延資産の処理方法 

 

 社債発行費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

 

５． 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(2) 完成工事補償引当金 

完成工事に係る補償支出に備えるため、

将来の見積補償額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備えるため、

当期に負担すべき支給見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

同     左 

 

 

 

 

(2) 完成工事補償引当金 

同     左 

 

(3) 賞与引当金 

同     左 
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期 別 

 

項 目 

第       26      期 

平成 13 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 6 月 30日まで 

第       27      期 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30日まで 

 (4) 退職給付引当金 

退職従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（5 年）による定額法により、翌期

から費用処理することとしております。 

また、会計基準変更時差異（17,933 千

円）については、3年による按分額を費用処

理しております。 

(5)  

(4) 退職給付引当金 

同     左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるため、

当社内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

役員退職慰労金の会計処理につき、従

来は支出時に費用処理しておりましたが、

当期から内規に基づく期末要支給額を役

員退職慰労金として計上する方法に変更

いたしました。この変更は、役員退職慰労

金の内規が整備されたことから、役員の在

任期間にわたって費用配分することにより、

期間損益の適正化および財務内容の健全

化を図るためのものであります。この変更に

伴い、当期発生額 16 百万円は「販売費及

び一般管理費」に計上し、過年度相当額

253 百万円は「特別損失」に計上しておりま

す。この結果、前期と同一の基準によった

場合に比べ、営業利益および経常利益は

16 百万円、税引前当期純利益は 270 百万

円それぞれ少なく計上されております。な

お、この変更を当下期より行うのは、内規の

整備が下期になされたためであります。従

って、当中間会計期間は従来と同一の方

法によっており、当中間会計期間に変更を

行った場合に比べ、税引前中間純利益は

261 百万円多く計上されております。 

 

６． リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 

同     左 
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期 別 

 

項 目 

第       26      期 

平成 13 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 6 月 30日まで 

第       27      期 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30日まで 

７． その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

① 税抜方式によっております。 

② 棚卸資産に係る控除対象外消費税等

は、発生事業年度の期間費用として処理

しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同     左 

 (2)  (2) 自己株式及び法定準備金取崩等に関す

る会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準」（企業会計基準第 1 号）

が平成 14 年 4 月 1 日以後に適用されるこ

とになったことに伴い、当期から同会計基

準によっております。これによる当期の損益

に与える影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当

期における貸借対照表の資本の部につい

ては、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

 (3)  (3) 1 株当たり情報 

1 株当たりの当期純利益の算定に当って

は、当期より「1 株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準第 2 号）、およ

び「1 株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第 4 号）を適用しております。 

 

 

 

（追加情報） 

第       26      期 

平成 13 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 6 月 30日まで 

第       27      期 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30日まで 

（自己株式） 

前期において資産の部に計上していた「自己株式」（流動

資産 289 千円）は、財務諸表等規則の改正により当期より、

資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示してお

ります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第       2 6       期 

（平成 14 年 6 月 30 日現在） 

第       27       期 

（平成 15 年 6 月 30 日現在） 

※１． 担保に供している資産およびこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

(1) 担保に供している資産 

※１． 担保に供している資産およびこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

(1) 担保に供している資産 

分 譲 用 不 動 産 

分譲不動産仕掛品 

建 物 

土 地 

計 

1,770,539 

5,163,859 

626,367 

1,853,646 

9,414,413 

千円 

 

 

 

 

分 譲 用 不 動 産 

分譲不動産仕掛品 

建 物 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

計 

1,966,652 

11,571,401 

468,123 

1,559,441 

50,000 

15,615,619 

千円 

（注） 上記のうち、土地 75,539 千円が、関係会社である

株式会社ブルーボックスの銀行借入の担保となっ

ております。 

(2) 上記に対応する債務 

（注） 上記のうち、土地 75,539 千円が、関係会社である

株式会社ブルーボックスの銀行借入の担保となっ

ております。 

(2) 上記に対応する債務 

短 期 借 入 金 

1 年内返済予定長期借入金 

1 年内償還予定社債 

社 債 

長 期 借 入 金 

計 

 

8,399,279 

1,011,812 

40,000 

20,000 

1,142,377 

10,613,468 

千円 

 

 

 

 

短 期 借 入 金 

1 年内返済予定長期借入金 

1 年内償還予定社債 

長 期 借 入 金 

計 

14,274,427 

1,402,400 

20,000 

916,050 

16,612,877 

千円 

※２． 会社が発行する株式の総数 15,000,000 株 ※２． 会社が発行する株式の総数 普通株式 15,000,000 株 

発 行 済 株 式 の 総 数 

 

4,290,000 株 発行済株式の総数 

 

普通株式 

 

4,290,000 

 

株 

※３．  ※３． 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 460 株で

あります。 

 

※４． 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には次のものがあり

ます。 

※４．  

完成工事未収入金 

分譲不動産売掛金 

353,264 

257,951 

千円 

千円 

 

５． 保証債務 

(1) 関係会社の金融機関からの借入金に対し、次のとお

り債務保証を行っております。 

５． 保証債務 

(1) 関係会社の金融機関からの借入金に対し、次のとお

り債務保証を行っております。 

株式会社ブルーボックス 

株式会社ハイトス三河 

計 

51,369 

76,880 

128,249 

千円 

 

 

株式会社ブルーボックス 

株式会社ハイトス三河 

計 

72,639 

7,068 

79,707 

千円 

 

 

(2) 住宅購入者に対する金融機関の融資について、次

のとおり債務保証を行っております。 

住宅購入者 3,877,600 千円 

なお、住宅購入者に係る保証は、公的資金が実行さ

れるまでの金融機関に対する一時的な債務保証であり

ます。 

 

(2) 住宅購入者に対する金融機関の融資について、次

のとおり債務保証を行っております。 

住宅購入者 4,910,090 千円 

なお、住宅購入者に係る保証は、公的資金が実行さ

れるまでの金融機関に対する一時的な債務保証であり

ます。 
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第       2 6       期 

（平成 14 年 6 月 30 日現在） 

第       27       期 

（平成 15 年 6 月 30 日現在） 

※６． 当座貸越契約（借手側） 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行と当座貸越契約を締結しております。 

契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

※６． 当座貸越契約（借手側） 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行と当座貸越契約を締結しております。 

契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当 座 貸 越 限 度 額 

借 入 実 行 残 高 

差 引 額 

50,000 

－ 

50,000 

千円 

 

 

当 座 貸 越 限 度 額 

借 入 実 行 残 高 

差 引 額 

 

50,000 

－ 

50,000 

千円 

※７． 配当制限 

その他の剰余金のうち、777 千円（その他有価証券評

価差額金借方残高 488 千円および自己株式 289 千円）

は、商法第 290 条第 1項の規程により、利益の配当に充

当することを制限されております。 

 

※７． 配当制限 

商法施行規則第124条第 3号に規定する純資産額は

2,132 千円であります。 

 

 

 

（損益計算書関係） 

第       26      期 

平成 13 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 6 月 30日まで 

第       27      期 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30日まで 

※１．  ※１． 関係会社との取引に係るものが次の通り含まれており

ます。 

 業 務 代 行 手 数 料 

 

9,360 千円 

※２． 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※２． 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 

建 物 

土 地 

計 

 

2,050 

721 

2,772 

千円 車 両 運 搬 具 

計 

1,109 

1,109 

千円 

※３． 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３． 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 

車 両 運 搬 具 

計 

 

86 

86 

千円 建 物 

土 地 

計 

 

60,545 

14,035 

74,580 

千円 
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（リース取引関係） 

第       26      期 

平成 13 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 6 月 30日まで 

第       27      期 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30日まで 

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

 取得価額 

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

 取得価額 

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

 千円 千円 千円  千円 千円 千円 

機 械 装 置 4,161 2,774 1,387 機 械 装 置 42,651 9,883 32,768 

車両運搬具 3,662 3,433 228 工具器具備品 63,675 39,024 24,650 

工具器具備品 88,775 56,666 32,108 

  

ソフトウェア 113,221 37,754 75,466 

 

ソフトウェア 65,378 21,780 43,597   計 219,547 86,661 132,885 

 

 計 161,977 84,655 77,322        

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注） 同     左 

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

1 年 内 

1 年 超 

計 

29,821 千円 

47,501 

77,322 

1 年 内 

1 年 超 

計 

44,473 千円 

88,412 

132,885 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注） 同     左 

 

(3) 支払リース料および減価償却費相当額 

 

(3) 支払リース料および減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 

減価償却費相当額 

 

38,588 千円 

38,588 

支 払 リ ー ス 料 

減価償却費相当額 

 

41,335 千円 

41,335 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同     左 

  

２． オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 

 

1 年 内 

1 年 超 

計 

829 千円 

－ 

829 
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（有価証券関係） 

前期（平成 13 年 7 月 1 日から平成 14 年 6 月 30 日まで）および当期（平成 14 年 7 月 1 日から平成 15 年 6 月 30 日ま

で）における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 

（税効果会計関係） 
第       2 6       期 

（平成 14 年 6 月 30 日現在） 

第       27       期 

（平成 15 年 6 月 30 日現在） 

１． 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

１． 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

棚卸資産評価損 

貸倒引当金 

ゴルフ会員権評価損 

未払事業税 

完成工事補償引当金 

賞与引当金 

退職給付引当金 

その他 

評価性引当額 

21,606 

29,720 

24,268 

60,765 

17,061 

127,979 

34,138 

20,070 

△47,087 

千円 棚卸資産評価損 

ゴルフ会員権評価損 

未払事業税 

完成工事補償引当金 

賞与引当金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

その他 

評価性引当額 

25,822 

24,158 

56,519 

22,077 

122,311 

44,530 

108,461 

65,412 

△65,852 

千円 

繰延税金資産合計 288,523  繰延税金資産合計 403,441  

 （繰延税金負債） 

 その他有価証券評価差額金 1,520 千円 

 繰延税金負債合計 1,520  

 繰延税金資産の純額 401,920  

    

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

法定実効税率 

（調 整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

住民税均等割 

留保金課税 

評価性引当額の増加 

その他 

41.6 

 

3.2 

0.3 

4.3 

4.5 

0.9 

％ 法定実効税率 

（調 整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

住民税均等割 

留保金課税 

評価性引当額の増加 

税率差異 

その他 

41.6 

 

3.8 

0.3 

2.8 

1.8 

0.6 

△0.1 

％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.8  税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.8  

 

３．  

 

３． 地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律第 9

号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布されたことに伴い、当期

の繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただし、平

成 16 年 7 月 1日以降解消が見込まれるものに限る。）に使

用した法定実効税率は、前期の 41.6％から 40.2％に変更

されました。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負

債の金額を控除した金額）が 6,200 千円減少し、当期に計

上された法人税等調整額が 6,253 千円増加し、株式等評

価差額金が 53 千円増加しております。 
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（役員の異動） 

該当事項はありません。 


